学校法人寄附行為変更認可申請書
	学校法人○○○○寄附行為変更認可申請書

年　　月　　日

　富山県知事　　　　　　　　　殿
住　　　所＊１
学校法人○○○○理事長　　　　　　　　印＊２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
このたび学校法人○○○○の寄附行為を別紙のように変更したいので、私立学校法第45条第1項＊３の規定により認可されるよう、同法施行規則第４条の関係書類を添えて申請します。


	〔添付書類〕

Ⅰ　私立学校の設置又は課程等の設置を伴う寄附行為変更の場合

1 寄附行為変更の条項（当該条項に係る新旧の比較対照表を含む。）及び事由を記載した書類
2 設置に係る基本計画及び当該学校法人の概要を記載した書類（様式例は91ページ）

3 寄附行為所定の手続き（法第42条に規定する手続きを含む。）を経たことを証する書類

4 現行寄附行為
5 経費の見積り及び資金計画を記載した書類（様式例28参照）

6 設置経費の算出基礎表（様式例29参照）

7 転共用計画表（様式例30参照）

8 設置経費及び経常経費の財源の調達方法を記載した書類（様式例31参照）

9 当該学校法人の事務組織の概要を記載した書類（様式例は32参照）

10 財産目録その他最近における財産の状況を知ることができる書類（様式例33参照）

11 財産目録総括表（様式例34参照）

12 開設年度の前々年度の財産目録その他最近における財産の状況を知ることができる書類、貸借対照表及び収支計算書並びに開設年度の前年度の予算書（様式例33、34及び36参照）

13 財産目録について公認会計士の監査の結果を記載した書類

14 寄附申込書＊４
15 寄附の収納状況を明らかにする書類＊４
16 不動産の権利の所属についての登記所の証明書類等

17 不動産その他の主たる財産について、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書＊５
18 寄附行為変更後二年の事業計画及びこれに伴う予算書（様式例35及び36参照）
19 資金収支予算決算総括表（様式例38参照）

20 消費収支予算決算総括表（様式例39参照）
21 生徒納付金内訳表（様式例40参照）
22 専任教職員等給与内訳表（様式例41参照）
23 負債がある場合又は借入を予定する場合には、その償還計画書（様式例37参照）
24 校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面

Ⅱ　学校又は課程を廃止し、その教職員等を基に、他の県に学校又は他の課程を設置する場合に係る寄附行為変更の場合
1 寄附行為変更の条項（当該条項に係る新旧の比較対照表を含む。）及び事由を記載した書類

2 設置に係る基本計画及び当該学校法人の概要を記載した書類（様式例26参照）

3 寄附行為所定の手続き（法第42条に規定する手続きを含む。）を経たことを証する書類

4 現行寄附行為
5 財産目録その他最近における財産の状況を知ることができる書類（様式例33参照）

6 財産目録総括表（様式例34参照）

7 財産目録について公認会計士の監査の結果を記載した書類

8 寄附申込書＊４
9 寄附の収納状況を明らかにする書類＊４
10 校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面
Ⅲ　条項の改正に係る寄附行為変更の場合

1 寄附行為変更の条項（当該条項に係る新旧の比較対照表を含む。）及び事由を記載した書類

2 当該学校法人の概要を記載した書類（様式例27参照）

3 寄附行為所定の手続き（法42条に規定する手続きを含む。）を経たことを証する書類

4 現行寄附行為

5 当該学校法人の事務組織の概要を記載した書類（様式例32参照）
Ⅳ　学校、課程の廃止又は収益事業の廃止に係る寄附行為変更の場合
1 寄附行為変更の条項（要害条項に係る新旧の比較対照表を含む。）及び事由を記載した書類

2 当該学校法人の概要を記載した書類（様式例27参照）

3 寄附行為所定の手続き（法42条に規定する手続きを含む。）を経たことを証する書類

4 現行寄附行為

5 当該学校法人の事務組織の概要を記載した書類（様式例32参照）
6 財産目録その他最近における財産の状況を知ることができる書類（様式例33参照）

7 寄附行為変更後二年の事業計画及びこれに伴う予算書（様式例は35及び36参照）
8 当該廃止する私立学校若しくは課程等又は収益事業に係る財産の処分に関する事項を記載した書類
Ⅴ　収益事業の開始に係る寄附行為変更の場合

1 寄附行為変更の条項（要害条項に係る新旧の比較対照表を含む。）及び事由を記載した書類

2 当該学校法人の概要を記載した書類（様式例27参照）

3 寄附行為所定の手続き（法42条に規定する手続きを含む。）を経たことを証する書類

4 現行寄附行為

5 当該学校法人の事務組織の概要を記載した書類（様式例32参照）
6 開設年度の前々年度の財産目録その他最近における財産の状況を知ることができる書類、貸借対照表及び収支計算書並びに開設年度の前年度の予算書（様式例33参照）

7 不動産その他の主たる財産について、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書＊５
8 寄附行為変更後二年の事業計画及びこれに伴う予算書（様式例は35及び36参照）

9 負債がある場合又は借入を予定する場合には、その償還計画書（様式例27参照）
10 校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面


〔留意事項〕
＊1 「住所」は，申請者の主たる事務所の住所とすること。
＊2 「学校法人○○○○理事長」の印は，本人の署名をもって代えることができること。
＊3 準学校法人にあっては「私立学校法第45条第１項」とあるのは「私立学校法第64条第５項において準用する同法第45条第１項」とよみかえて申請書を作成すること。

＊4 設置経費及び経常経費の財源に寄附金を含まない場合は、添付を省略することができる。

＊5 適正な価格で購入した場合その他新たに評価を行う必要がないと認めるときは、提出を免除することができる。
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